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巻頭言� 農研機構の組織力と研究者の立ち位置�

鵜川 洋樹（うかわ ひろき）�
秋田県立大学・生物資源科学部・教授�
�

�

 

　今春の農業経済学会は特別シンポジウム「創立

90周年を迎えて存亡の岐路に立つ日本農業経済学会」

が大きな関心を集めました。シンポジウムのタイ

トル自体も刺激的で、なかでも第 4報告「学会企

画と本誌投稿数の関係と改善策」（草苅　仁）では、

会員を 3グループに区分し、会場が盛り上がりま

した。それは、「政策談義好きグループ」「業績好

きグループ」「研究好きグループ」の3つで、筆者

も自分がどのグループに入るのか、これとこれの

中間くらいか、などと思わず考えてしまいました。

翻って、中央農研が事務局を務める農業経営学会は、

この先も路頭に迷うことはないものと信じています。�

　今年 2月、5年ぶりに東北農研の推進会議に出

席する機会がありました。「研究成果情報」選定の

厳格化が進み、農研機構の出口としての位置づけ

が一層高まった感がありました。こうした出口戦

略の1つとして、「水田農業に関する地域営農モデ

ル」も検討されました。「大規模水田輪作モデル」

（150ha規模の法人経営）や「寒冷地1年 1作地帯

営農モデル」（80ha規模の集落営農）を栽培・機械・

土木から経営分野までが一丸となって取り組むプ

ロジェクトです。農研機構の組織力を見せつけら

れた思いで、大学との違いを改めて気づかされま

した。大学でもプロジェクトや共同研究は行われ

ていますが、それらは個人としての自発的な対応

が集積したもので、大学からの命令や指示に基づ

き組織されたものではありません。したがって、

やや場当たり的で人員に制約があり、継続性も乏

しい。一方、思いつくまま、勝手気ままに始めら

れるという自由さがあります。�

　こうしてみると、大学での研究活動には何の制

約もないことに気づきます。研究資金の獲得も含め、

研究テーマの設定などはすべて教員個人に任され

ています。研究と対照的なのが教育です。教育に

ついては、まずカリキュラムがあり、学生はシラ

バスやティーチングポートフォリオなどをみて講

義を選択します。シラバスなどは教員個人が作成

するものですが、カリキュラムの作成には学部・

学科などでの組織的検討が欠かせません。大学で

は教育と研究は車の両輪と云われますが、それぞ

れの成り立ちは大きく異なっています。両輪の向

いている方向が同じとは限りませんが、研究が教

育を主導することが想定されています。自由な研

究と組織的な教育が組み合わされた結果が卒業生で、

これが大学の出口になります。講義室に座ってい

る学生の姿は金太郎飴のようにみえますが、個別

に話すと一人一人の違いに新米教員は驚かされます。

研究の自由さと学生の個性が結びつけば成功事例

と云えます。�

　農研機構の出口戦略に戻ると、中期計画の観点

から、その取り組みの組織力は当然かもしれません。

一方、研究機関の使命として研究の発露とも云う

べき自由な発想も欠かせません。また、組織力の

ベールを剥がしてゆくと研究者個人の発想に辿り

着くものです。自由な発想は、研究者の多様性か

ら生まれ、多様性を内包した組織は強靱で、自律

性も高いと考えられます。組織対応と個人対応の

比重は、人によってエフォートは異なるかもしれ

ませんが、経営研究者が自らの立ち位置と多様性

を確認できれば、新たな発想と組織力の強化につ

ながるのではないでしょうか。�

�
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地域農業の将来動向から担い手に期待される経営規模�
�

成果紹介�

　農林業センサスを用いた動向予測を基に、担い手に期待される経営規模を推計しました。その結果、2010
年の耕作放棄田及び今後、離農の予測される経営の水田を管理するために、2020年の水田作の担い手経営に
期待される水田平均経営耕地面積は67haと推計されました。�

中央農業総合研究センター・農業経営研究領域・主任研究員�
福岡県生まれ 九州大学農学部農政経済学科卒�

専門分野は農業経営学�

�

安武 正史 （やすたけ ただし）�

図１　都府県の農業就業人口動向予測�

 はじめに�

　日本農業は農業就業人口の3分の 2が 65歳以上
の高齢者であり、今後その激減と販売農家の一層
の減少が懸念されます。地域農業を維持し食料の
安定供給を図るために、担い手への農地集積と大
規模営農モデルの構築、及びその実現に必要な技
術開発課題の検討は喫緊の課題です。そこで、農
林業センサスを用いた動向予測を基に、担い手に
期待される経営規模を推計します。�
�
農業就業人口の予測�

　都府県の農業就業人口をコーホート法で推計し
た結果、2010年から2020年までの10年間で36％（約
90 万人）減少し、内 65 歳未満の農業就業人口は
43％（約40万人）減少すると予測されます。�

　コーホート法は人口の予測では一般的に使われ
ている手法です。例えば 55 歳の人は５年後には
60歳になります。従って何事もなければ 2005 年
の 55～ 59歳の人数は 2010年の 60～ 64歳と同じ
人数になります。実際には死亡や転居によって異
なった人数になります。2010年の 60～ 64歳と同
じ人数を2005年の 55～ 59歳の人数で割った値を
コーホート変化率といいます。各年齢階層ごとに
この変化率を計算し、2015 年以降も 2005 年から
2010年の変化率で推移すると仮定して将来人口を
予測する方法です。�
　また農業就業人口は農家人口の内、農業に多く
の時間従事した人のことです。つまり農家で農業
に従事する人が急速に減少し高齢化していること
を示しています（図１）。この結果から、食料生産
維持のためには技術革新により生産性を向上させ
ることはもちろんですが、農業従事者の確保が喫
緊の課題であると考えます。�
�
担い手経営の予測�

　都府県の農家数をマルコフモデルで予測した結果、
2010年からの10年間で160万戸から105万戸に減
少すると推計されます。この間に離農する経営の
農地面積は、51万 ha（田 37万 ha、畑･樹園地 14
万 ha）であり、2010 年の農地面積の 20％にあた
ります。�



図２　都府県の販売農家と供給農地面積予測�

表１　2020年における各地域の担い手経営規模の予測�

注１）東北は福島県を除く、関東は東京都、神奈川県を除く、近畿は大阪府を除く�
注２）④は2010年の田の面積＋耕作放棄田面積－（販売金額稲１位10ha未満と稲１位以外の販売農家の田面積）�
�

3

　マルコフモデルは、数式としては、�
　π(n)＝π (n-1)Ｐ＝π（0）Ｐｎ�
（π (n)はｎ期における状態確率分布、Ｐは推移確
率行列）�
で表されます。図２に即して説明するとπ（0）は
2010 年時点、π（1）は 2015 年時点、π（2）は
2020 年時点の経営耕地規模別農家数を示します。
Ｐはそれぞれの階層が規模拡大、不変、縮小、離
農に何％ずつ移動したのかを示します。そして、
規模階層ごとの離農数を計算し、各階層の平均耕
地面積（その階層に属する全農家の平均耕地面積、
例えば2～ 4haの平均耕地面積は2.7ha）を掛けて
足し合わせることにより農地の供給面積を算出し
ます。�
�
担い手経営に期待される経営耕地面積�

　今後の地域水田農業を中心的に担う経営を、稲

作の販売金額１位の法人組織経営体と経営耕地面
積10ha以上の販売農家と仮定すると、都府県全体
で約 1万 4千経営体になると予測されます。これ
らの水田作の担い手経営が、2010年の耕作放棄田
5万ha及び2020年までに離農の予測される経営の
田 37万 haも含めて管理するために期待される経
営規模（田の面積）は、都府県平均で67haと推計
されます。�
　担い手に期待される経営規模を農業地域別に見
ると、10ha以上の販売農家を中心に担い手経営の
比較的多い東北、関東、北陸では50ha前後ですが、
担い手経営の少ない東海、近畿では70ha、中国で
は92haと推計されます（表１）。�
　東北、関東、北陸で計算された50haは、ある程
度実現可能な経営規模です。また、自立経営に必
要な面積を確保できると読むこともできます。し
かし、東海、近畿、中国は現在でも大規模経営の
展開が少なく、達成困難な規模と考えています。
したがって、新たな農地の管理体制の構築が課題
となることが示されています。�
　ここで、四国と九州の計算を行っていません。
四国は平地が少なく土地利用型農業が少ないため
10ha以上の販売農家が少なく、また、九州は特に
北九州で 2005 年から 2010 年にかけて集落営農が
展開し販売農家数の極端な減少が見られ、この変
化で将来を推計すると販売農家数の激減が予測さ
れます。このため、1経営体当たりの経営耕地面
積が異常に大きくなることとなるため除外しました。�
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直売所・生産者・消費者にメリットをもたらす直売所の新ビジネス�

成果紹介�

　新規の顧客獲得や生産・販売の効率化、品揃え拡大など直売所が抱える課題に応じて４つの新ビジネス「需

給調整型販売」「カット野菜販売」「出張直売」「有機農産物等の販売」を採用することで、直売所・生産者・

消費者にメリットをもたらすことが可能となります。�

近畿中国四国農業研究センター・営農・環境研究領域・上席研究員�
東京都生まれ　早稲田大学大学院修士課程修了�

専門分野は農村社会学�

室岡 順一（むろおか じゅんいち）�

 直売所が直面する課題�
　これまで、農産物直売所（以下、直売所）は生
産者には収益確保の１つのチャネルを、消費者に
は低価格で新鮮な農産物が購入できるという顧客
価値を提供してきました。しかし、近年は同じ地
域内の食料品店や近隣の直売所との競合などにより、
来店者数の伸び悩みや収益の低下などの問題に直
面し、従来の販売方法だけでは十分な売上が期待
できなくなっています。そこで、従来型のビジネ
スに加え、これらの課題解決を図る新たな直売所
ビジネスをパンフレット「農産物直売所の新ビジ
ネス」にまとめました。�
�
課題解決に向けた４つの新ビジネス�

　パンフレットで紹介したのは４つの新ビジネス
です。表 1は、これらの新ビジネスの大まかな特
徴を示したものです。「ビジネス上の課題」および
「新ビジネス目標」を踏まえて、「生産者のメリット」
「直売所のメリット」「消費者のメリット」の構造、
および先進事例などやシステムを踏まえた導入ポ
イントが掲載されています。各直売所は、それぞ
れの直売所が抱える課題と「主な対象地域・作目」
を考慮しながら、活用する新ビジネスを選択します。
複数の新ビジネスを組み合わせて活用することも
できます。�
　①需給調整型販売」�
　「需給調整型販売」は、直売所が需要予測技術を

導入することにより日々の出荷目標を立て、生産
者に伝達し、生産者はこれを参考に作付け計画・
出荷先と出荷量を検討して需要に合わせた出荷を
おこなうことで需給調整問題を解決するための新
ビジネスです。�
　直売所には小ギクやユリなど切り花の販売が好
調なところがありますが、それでも休日には売り
切れが、平日には売れ残りが生じやすい課題があ
ります。新ビジネス「需給調整型販売」の導入に
よって、生産者には生産費の削減と販売額の増加、
直売所には売上と手数料収入の増加、および売場
管理コストの削減というメリットが期待できます。
消費者には購入機会の損失を減少でき、鮮度や日
持ちなど品質の良い商品を購入ができるというメリッ
トが期待できます。�
�
　②「カット野菜販売」�
　「カット野菜販売」は、直売所の大きな特徴であ
る地元の伝統野菜や普段あまり目にすることのな
い珍しい野菜を効率的に販売し、新たな顧客の確
保や新商品の認知度をアップするための新ビジネ
スです。�
　新ビジネス「カット野菜販売」の導入によって、
生産者には、珍しい野菜の認知度向上やカット野
菜購入からホール野菜（未加工の原体）の購入に
繋がる収益向上がメリットとして期待できます。
直売所には、直売所の利用が比較的少ない若年層



表１　４つの新ビジネスの特徴�
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などを新規顧客として獲得できる効果が期待でき
ます。消費者は、高鮮度のカット野菜が購入でき、
ホールで購入するリスクを低減できるというメリッ
トがあります。�
�
　③「出張直売」�

　「出張直売」は、直売所が定期的に都市部に出向
き、テントなどで仮設店舗を開設し、消費者に直
接販売する新ビジネスです。�
　開設場所によって人件費、運送費、地代・手数
料などの経費率が異なりますので、新ビジネス「出
張直売」の導入時には通行量が多い、あるいは消
費者が立ち寄りやすい場所を選んで開設します。
導入後は損益分岐点を意識して赤字にならないよ
うにします。生産者には、出張直売での売上の多
くが生産者の収益向上に貢献するというメリット
があります。都市部の高齢の消費者には新鮮な農
産物を購買する機会が提供されるというメリット
があります。�
�
　④「有機農産物等の販売」�

　「有機農産物等の販売」は、直売所が都市部に常
設の直売店舗を設け、常設店舗を核にして有機農
産物等を消費者に販売する新ビジネスです。�
　新ビジネス「有機農産物等の販売」の導入によっ

て、有機農産物等を生産する小規模な生産者には
収益向上が図られるというメリットがあります。
また新たに有機農業を始めた生産者には、少量で
も出荷しやすい販路となります。直売所にとって
は店舗のイメージアップが期待できます。都市部
の消費者には、安全で信頼できる農産物を手軽に
入手したいというニーズに応えます。�
�
パンフレットの活用先・入手法�

　ここで紹介した４つの新ビジネスを紹介したパ
ンフレットは、直売所の運営担当者の方を主な対
象としています。ただし、市町村など自治体や農
業改良普及センターなど直売所の支援機関にも活
用可能です。冊子版に加えてPDF版もあります。
PDF版は農研機構のWebサイトからダウンロー
ドできます。URLは、�
http://fmrp.dc.affrc.go.jp/publish/farmersmarket/ 
farmers_market_biz/です＊。�

�
＊本パンフレットは、大浦裕二（現・東京農業大学）・
室岡順一・吉田晋一・尾島一史が作成しました。個々
の新ビジネスの研究成果は、本誌の各号でも紹介して
います。「需給調整型販売」は第245号、第 254号およ
び第258号、「カット野菜販売」は第244号と第254号、
「出張直売」は第 259 号、「有機農産物等の販売」は第
259号です。�
�
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図１ 開発技術による麦稈処理用のサイドディ
スク装着による麦後大豆播種作業�

水田作経営における耕うん同時畝立て播種作業機の大麦�
－大豆作汎用利用技術導入の評価�
�
－ 新潟県J地域での現地実証試験を基に －�
�

成果紹介�

　排水不良の重粘な土壌の分布割合が高い北陸地域で、水稲－大麦－大豆２年３作体系の定着を促進するに

は、降雨リスクが高い時期に実施する大麦収穫後から大豆播種までの作業工程を合理化する耕うん同時畝立

て播種作業機を、本来の大豆作に加えて大麦作にも適用することが有効です。�

�

中央農業総合研究センター・水田利用研究領域・主任研究員�
専門分野は農業経済学�

�

塩谷 幸治（しおや ゆきはる）�

 北陸地域における２年３作体系定着の課題�

　北陸地域では排水不良の重粘な土壌の水田転換

畑に、生産調整の関係で大麦・大豆等の転換作物

を作付けしています。この傾向が強い新潟県では

水稲－大麦－大豆２年３作体系（以下、「２年３作

体系」と略）の水田作経営が水稲－大豆作となる

場合も少なくありません。その原因は大麦単収の

低迷、大麦収穫後から大豆播種までの作業工程の

煩雑等にあります。他方、地域の実需者からは一

定量の大麦生産確保の要望は根強くあります。大

麦－大豆作は、大麦単収低迷の問題に加えて、大

麦収穫後大豆播種までの作業が降雨リスクに影響

されるので、この時期の作業合理化による作業能

率向上が課題になります。この課題をクリアでき

れば大麦－大豆作は大麦単作や大豆単作より経営

的メリットが大きいと言えます。�

�

開発新技術のねらい�

　開発技術は、６月の大麦収穫から大豆播種まで

の作業時期に適正な砕土率を確保しながら、それ

を前提に麦稈鋤込み・耕うん・畝立て播種を一工

程で実施し作業性向上を図るものです。またこの

開発技術は大麦播種にも適用できます。それは、

大麦単収の向上、麦後大豆の作業工程合理化によ

る降雨リスクの軽減、労働時間短縮を目的とする

ものです。�

開発新技術の特徴�

　（１）麦後大豆播種時期の作業と特徴�

　慣行技術は、大麦収穫後、別作業として麦稈を

フレールモアなどで切断しダウンカットロータリ

で鋤込み、その後播種します。麦稈処理用にサイ

ドディスクを作業機に装着します。開発技術は、

慣行技術体系の麦稈切断作業が不要です。そのため、

麦稈処理・耕うん・畝立て播種を同時実施し , 作

業工程数減少により作業能率が向上します。この

麦稈処理・耕耘・播種・畝立てに係る10ａ当たり

労働時間は麦後大豆は慣行体系 2.6 時間から新技

術1.2時間へ減少します。�
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�

図２　開発技術による大麦播種作業�

�

　（２）大麦播種時期の作業と特徴�

　従来の新潟県Ｊ地域における大麦播種時期の慣

行技術は、耕うん後、背負い動散による表面散播

が主流です。開発技術は、大豆用耕うん同時畝立

て播種機（2.2m幅、３条型、改良アップカットロー

タリ）を汎用利用するもので、爪配列の変更によ

り平高畝を造成し、播種ユニットを８条に増設し

ます(図２）。�

　        �

　（３）10a当たり収量の増加�

　新潟県 J地域の現地実証経営の慣行技術による

単収は、大麦が 200kg/10a、大豆が 150kg/10a で

した。これに対して、開発技術は畝立て播種によ

る湿害軽減、苗立ち向上・安定化の効果により、

大麦315kg/10ａ、大豆230kg/10ａに増収しました。�

�

モデル分析による開発技術の導入効果�

　開発技術導入の現地実証経営を基に、線形計画

法により慣行技術に基づくモデルと開発技術に基

づくモデルを策定し比較分析を行いました。デー

タは主に現時実証試験データを使用しています。

分析の結果は表１（通常）に整理しました。�

　その結果、収量増効果及び大麦作付面積増加に

より農業所得が増加します。また、大麦－麦後大

豆の作付面積が増加、すなわち耕地利用率が向上

します。水稲後の大麦－大豆体系が慣行技術の場

合52％であるのが、開発技術を用いると61％へと

約１割増加し、２年３作体系の定着に貢献してい

ると言えます。�

表１　モデル分析の結果�

              �

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

成熟期が前進する大麦品種導入の効果�

　さらに、ミノリムギにかわりファイバースノウ（成

熟期（収穫時期）が４日前進と設定）を導入した

シミュレーション分析の結果を表１（大麦作期前進）

に整理しています。�

　大麦収穫時期の前進は麦後大豆作付比率を88％

にまで増加させます。これは、収穫時期を前進さ

せる品種導入の有効性を意味します。開発技術導

入による農業所得も慣行技術を用いた場合に比べ

て増加します。�

　このように２年３作体系の一層の定着促進には、

大麦収穫時期を前進させる品種の選定・導入やそ

の開発が重要であると言えます。�

�
＊本稿の詳細は、塩谷幸治・関正裕・細川寿「水田作
経営における耕うん同時畝立て播種作業機の大麦ー大
豆作汎用利用技術導入の評価」農林業問題研究、第186
号（第48巻・第1号）、pp164-169を参照。�
�
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大規模稲作経営における米直接販売のビジネスモデル�

成果紹介�

　大規模稲作経営の米直売ビジネスモデルでは、高価格購入する消費者と大量購入する業者を顧客とし、差
別化商品を核に、消費者にはプレミアム価格、事業者には手頃な価格を設定することで大量販売と高収益を
実現できます。このため消費者向けに商品価値を高める活動が重要になります。�
�

北海道農業研究センター・水田作研究領域・主任研究員�
熊本県生まれ 奈良女子大学大学院修士課程修了�

専門分野は農村社会学�

澁谷 美紀（しぶや みき）�

消費者と業者への米直接販売�

　米価低迷のなか、大規模稲作経営では消費者や
業者（小売業者や中食・外食産業等）への商品差
別化による米直接販売（以下、米直売）が重要な
所得向上策となっています。しかし、近年では業
者の価格交渉力が強く、直売が所得向上に結びつ
いていない経営もあります。一方、消費者向けは
業者向けより高価格販売がのぞめますが、小口の
発送、代金回収などきめ細かな顧客管理が必要な
ため、販売担当の労働力に限りのある経営で消費
者直売だけを大幅に拡大することはできません。
そこで、消費者と業者の両方を顧客とし、直接販
売を行う大規模・高収益米直売ビジネスモデルを
先進事例の分析から提示します。�
　この米直売ビジネスモデルは、経営内の有形・
無形資源を活かし、特徴ある商品を中心に、消費者、
事業者の各顧客層のニーズに合う商品差別化の活
動と、プレミアム価格を含む価格設定を行うモデ
ルです。少量でも選好度の強い商品中心に高価格
で購入する消費者と、やや手頃な価格で大量購入
する業者の複数の顧客層を確保していくことで、
大量販売と高収益を同時に実現できます。�
�
Ａ社の商品差別化と価格設定�

　北海道上川中央の協業法人Ａ社（経営面積153ha、
うち水田96ha、水稲作62ha、農業生産法人（従業
員 13 人）と販売会社（同 14 人）から構成）は、

消費者と中食・外食業者を中心に主食用米３品種
を全量直売しています。�
　Ａ社の差別化商品の主力「品種X」は粘りの強
い低アミロース米で、1991年の開発当初は「混ぜ米」
の用途が想定されていた品種です。2012 年現在、
道内の作付けは0.1％に過ぎず、農協からの種子の
提供もありません。同社はこれを自社採取して
30haに作付け、消費者へは単一品種で食べる商品を、
業者へは他の品種を加えたブレンド米を提案して
きました。ブレンド米は各業者の希望に応じブレ
ンドする品種と比率を調整したものです。�
　まず、商品差別化の活動としては、生産・販売
過程で、「品種X」のような特徴ある農産物の商品
価値を高める基礎的な活動が行われ、さらに、消
費者、業者各々のニーズに応じ商品価値を一層高
める活動が別途付加されています（図１）。基礎的
な活動として具体的には、希少「品種X」とその
採種技術や、販売パートナーである百貨店の販売
網といった資源を活かし、自社採取や対面販売・
商談等の活動が行われ差別化が図られています。
これら中核的な活動に加え、病害防除と食味向上
のため「品種X」を低地・砂壌土の圃場に作付け
たり、収穫後は、どの品種も食味を重視して水分
を農協より高めに設定し乾燥したり、品質保持の
ため農協の低温倉庫で玄米保管したりしています。�
　顧客層ごとの活動のうち消費者向けには、豊富
な販売経験によるニーズ把握に基づき、野菜、委



表１　顧客層・品種別の販売量・販売価格・収支�

託加工品など主食用米以外の品揃えや、一部の米
を自然乾燥させる食味向上の取り組み、随時発注
を受け付ける多頻度小ロット配送など、食味や利
便性を向上させる多くの活動が行われています。
これに対し、業者へはブレンド米の製造・販売を行っ
ていますが、商品差別化の活動は業者より消費者
向けが多いといわざるを得ません。�
　次に、商品価格の設定に関しては、消費者向け、
業者向けとも商品の差別化に伴い概ね高めですが、
販売量と選好に応じて顧客層毎に異なる価格が設
定されています。表１によると、消費者への販売
量は93t で業者の２分の１ですが、「品種X」もそ
れ以外の品種も業者より販売価格が高くなってい
ます。ただ、「品種X」だけは消費者販売量が 91t
で業者販売量 76t より多く、同時に１ kg 当たり
450 円というとりわけ高いプレミアム価格が設定
されています。他方、業者には「品種X」と他品
種のオリジナルブレンド米を提供することで、販
売事業を営む他の経営との差別化を図り、１kg当
たり平均 300円の相対的に高い価格で提供してい
ます。ですが、同社の消費者販売価格よりも低く
抑えており、これによって大量に販売しているの
です。�
　これら商品差別化の活動と価格設定を念頭に置き、
表１で、顧客層別に「品種X」と他品種の収支を
比較すると、各顧客層の性格の違いが分かります。
消費者への販売量は業者の半分ですが、販売価格
が高いため、利益の合計が22百万円と業者販売の

1.4倍で、その 99％が「品種X」からのものです。
つまり、消費者は大量販売が難しいが収益性の高
い販売先、業者は収益性で劣るが大量販売できる
販売先といえます。ここで、収益性向上に重要な
のが、百貨店催事販売の継続などで高価格購入す
る消費者を確保すること、この顧客層向けに商品
価値を高める活動を重点化し、商品原価ではなく
需要に基づいてプレミアム価格を設定していくこ
とです。これらの活動と価格設定により、消費者
販売は収益性が極めて高い利益の源泉となります。
一方、業者への大量販売によって精米施設等の機
械施設の稼働率向上や販売担当の人材確保が可能
になるといえ、大規模稲作経営の直売では業者販
売も不可欠といえます。�
�
差別化商品を核にした米直接販売�

　大規模稲作経営の米直売ビジネスモデルでは高
価格購入する消費者と大量購入する業者を顧客とし、
特徴ある商品を核に、消費者にはプレミアム価格、
事業者には手頃な価格を設定し、大量販売と高収
益を実現していくことが必要です。その際、消費
者ニーズに対応して商品価値を高める活動を重点
化していくことが求められます。ただ、これらは
食味や機能性などに特徴のある差別化商品を核に
したモデルであり、こうした商品を持たない経営
では有効とはいえません。それらの経営では、有形、
無形の現有資源を基盤に、優位性のある別のモデ
ルを構築することが重要です。�
�
�

9

図１　大規模経営による米直接販売のビジネスモデル�



技術情報�

稲発酵粗飼料の広域流通に求められる機能と技術��

　東北地域では、繁殖肉牛を中心に水田での複合
経営の中に根付いてきた牛の飼養は、1990年代以
降の水稲の収益性の大幅な悪化に伴い、飼養を取
りやめる経営が増え、繁殖肉牛の頭数、また乳牛
や肥育牛も合わせた牛全体の頭数は、ともにピー
ク時 1990年代初めの６割にまで減少しています。
一方、稲発酵粗飼料の生産は近年急速に伸び、地
域的に需給のアンバランスが生じ、今まで地域内
でお互いに「顔の見える」関係で流通していた稲
発酵粗飼料も「顔の見えない」広域流通の必要性
が生じています。�
　先駆的に広域流通を行っている宮城県農業公社
では、県全体の約４割、430ha の収穫調製作業を
受託し（2010年）、生産物の75％の約2万2千ロー
ルについて、実質的な販売斡旋を行っています（県
外37％、県内34％、自社牧場29％）。自社牧場以
外への販売量の８割は取引数 201ロール以上の大
規模畜産経営への販売です。�
　こうした大規模経営のうち６事例を調査した結果、
公社に対して、「大量、一定品質、安定･随時供給」
を強く求めていることが分かりました。�
　これに応えるためには、取扱量の大量化が求め
られ、そのためには耕種農家の参入を促進する必
要があります。公社では、収穫作業受託と販売斡
旋によって、耕種農家の機械投資と販路探索の負
担を不要にしています。とくに販売斡旋の開始後は、
取扱量が急増しています。また、保管配送拠点と
して県内７カ所のストックヤードを備えています。�
　この結果、多様な農家が栽培することになり、
多様な品質の製品が発生します。そのうち雑草混
入やハンドリングの過程での穴あきなど、「格外品」
は公社が自家利用することで吸収していますが、
その量には限界があります。�
　多様な品質、一定割合の「格外品」の発生につ
いては、収穫直後の段階で梱包するという稲発酵

粗飼料の特性から、青果物のように流通段階で評価･
格付けができないため、圃場の収穫調製段階で雑
草の混入や熟度の情報を把握し伝達する必要があ
ります。それを担うのがコントラクターやラベル
貼付です。�
　また、価格に比べてかさばり、流通経費が高く、
不良品が生じた場合に代替品輸送に大きな手間と
コストがかかるため品質管理が重要になります。
ここでも、コントラクターとラベルが大きな役割
を果たしています。�
　以上のように、広域流通に求められる機能とし
ては、①一定割合で生じる「格外品」を吸収する
機能、②収穫調製段階での雑草混入や熟度の情報
を把握伝達する機能、③品質をできるだけ一定水
準に保つ機能があります。これらを補い支える技
術として、品質向上、品質評価、情報伝達の各技
術が重要です（図）。農水省委託プロジェクト研究
「自給飼料を基盤とした国産畜産物の高付加価値化
技術の開発」では、これらを念頭に、ラベル作成
等の生産履歴管理技術、ロールベールの変形を防
止するためのハンドリング技術等の開発を進めて
います。�
�
�
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東北農業研究センター・生産基盤研究領域・上席研究員�
�
�

藤森 英樹 （ふじもり ひでき）�

図　広域流通に必要な機能と公社の対応・求めら
れる技術�
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九州沖縄農業研究センター・作物開発・利用研究領域・主任研究員�

大西 千絵 （おおにし ちえ）�

ガーナ・アシャンティ州テパの水田�

ガーナにおけるコメの生産と流通�
　　　　　　�

現地便り�

　アフリカでは、約3,500年前から、コメ（陸稲）

が栽培されています。西アフリカに位置するガー

ナでは、クリスマスなど特別な食事のときにコメ

が食べられていました。しかし近年、急速な経済

発展と女系相続に起因する女性の活躍とを背景に、

短時間で調理可能なコメの消費が急増しています。

いまやコメは、焼飯、白飯、ジョロフ・ライスと

呼ばれる炊き込みご飯として日常的に食べられる

ようになっています。�

　ガーナ食糧農業省の統計によると、コメの栽培

面積は約19万 ha、生産量は約48万トンで（2012

年）、年々増加しています。しかし、その生産拡

大のテンポは、消費の伸びに追いついていません。

FAOによると、ガーナのコメ流通量全体の約70%

を輸入米が占めている状態です。このため、食糧

安全保障や貿易収支の観点から、ガーナ政府は、

国産米の生産拡大に取り組んでいます。�

　ガーナ産米は、精米またはパーボイル米 (籾の

まま茹でて乾燥させた後、精米したもの )の状態

で流通されています。ガーナ産米は、石や籾殻等

の混入物や砕米が多く、消費者は、価格が高くて

もより高品質な輸入米を好む傾向があります。し

たがって、ガーナ産米の生産拡大には、コメの品

質向上も必要です。実際にマーケット内の精米所

を見る限り、衛生環境や精米機の性能が悪く、こ

れらの改善が必要と感じました。�

　ガーナ食糧農業省によると、2012年の平均小売

価格はガーナ産米が1.53セディ/kg(1セディ≒40

円 )、輸入米が 2.08 セディ /kg となっています。

ただし、ガーナ産でも高品質米は、輸入米と同程度、

あるいは、それ以上の価格で販売されています。

筆者がガーナのマーケットにおいて消費者に対し

て行った聞き取り調査（男性5名、女性11名、平

均年齢34.8 歳）によると、8割が「ガーナ産米の

品質が向上したら、価格が高くなっても購入する」

と回答しています。�

　日本政府は、アフリカでのコメ生産支援の一環

として、2008年のアフリカ開発会議(TICAD IV)で、

「今後 10年間でサブサハラ・アフリカの米生産を

倍増させる」という目標を示し、アフリカ稲作振

興のための共同体 (CARD)を設立しました。ガー

ナにおいては、JIRCASやJICAが稲作振興に関わっ

ており、アジア型水田の技術開発に加え、コメの

品質向上やバリューチェーンの構築等にも取り組

んでいます。�

　筆者がアシャンティ州テパで行った調査によると、

日本の指導のもとでアジア型水田稲作に取り組ん

でいる生産者は、ほかの生産者（陸稲、一部水稲）

と比較して、単収(約2.2倍)と販売価格(約1.3倍)

が高くなっていました。このため、アジア型の水

田稲作に関心を示す生産者が増えています。�
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�

�

�

�

�

�

[追記 ]本調査は、JIRCAS「アフリカ稲作振興Ⅱ

稲作推進（フォローアップ）」にて行いました。�

�



　わが国の食用植物油は大豆、ナタネを原料と
する場合が多いですが、とくにナタネ油は高度
経済成長期まで、農村の自給品として広く普及
していました。これらは小規模な搾油所が加工
するもので、現在でも少数ですが残っています。
現在わが国で消費される植物油は、輸入原料に
依存していますが、最近、国産ナタネ油への関
心が高まっており、また、各地で新たにナタネ
の栽培・搾油に取り組む動きが活発です。この
ように社会的に国産ナタネへの関心が高まって
いるのですが、国産ナタネに関する研究成果を
体系化した書籍はこれまで刊行されていません
でした。そこで、国産ナタネの歴史と現状を整
理し、最新の品種改良や燃料用に向けた技術開
発の成果を体系化したものとして、本書を刊行
しました。�
　本書は農林水産省の新たな農林水産政策を推
進する実用技術開発事業「耕作放棄地を活用し
たナタネ生産及びカスケード利用技術の開発」
（2009-2011年度）で共同研究した野中章久、小
野洋（東北農業研究センター：農業経済）、川
崎光代（東北農業研究センター：作物育種）、
金井源太（東北農業研究センター：農業機械）
と泉谷眞実（弘前大学：農業経済）が協力・分
担して執筆しました。著者達は生産・搾油の現
状、品種改良の課題と現状、カスケード利用の
ための技術開発の現状まで、国産ナタネに関す
る今日の研究成果を網羅的に整理することを目
指しました。そのため、研究書ではありますが、
ナタネの栽培および搾油に関わる実務者の参考
資料としても位置づくような内容になっていま
す。�
　本書は６部構成となっており、それぞれは次

のような内容です。第Ⅰ部「日本におけるナタ
ネの栽培と搾油の推移」では、戦前、大手メー
カーが大量生産の大豆油を販売していましたが、
国産ナタネ油は農村の自給品として大豆油に負
けずに広く普及していたこと、これが高度経済
成長期の農家経済の変化に伴い急速に縮小した
ことを示しています。第Ⅱ部「国産ナタネ搾油
の現状」では、全国の伝統的な搾油所と新しく
地域活性化を目指して設立された搾油所の現状
を分析しています。第Ⅲ部「国産ナタネ生産の
現状と展望」ではナタネ栽培に関わる制度、生
産の実態、品種改良の現状を整理しています。
第Ⅳ部「搾油所およびナタネ産地調査結果」は
国産ナタネ油のほぼ全量を網羅した本書の現地
調査の結果を資料として記しました。第Ⅴ部「バ
イオディーゼルおよびナタネ・バイオマスの展
開方向」では、ナタネを燃料利用する場合の環
境評価、バイオディーゼル事業者の分析、ナタ
ネの選別残渣を燃料利用するための研究を整理
しました。第Ⅵ部「考察と結論」で本書の議論
を総括しています。�
　兼業所得が急速に拡大した高度経済成長期に
は、“油や小麦粉は自給するより買った方が合
理的”という条件にあり、ナタネをはじめ自給
的な性格の強い作物は生産量を減少させました。
しかし、現在のように農家の自助努力によって
地域経済を活性化させなければならない状況で
は、かつて縮小させた自給的な農村経済を再構
築する視点が必要と考えます。近年の新たな地
場産ナタネの栽培・搾油はこのような動きの一
環ですし、著者達は今後もこのような動きを追っ
ていきたいと思っています。[昭和堂、2013年、
317ページ ]

自著紹介�
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国産ナタネの現状と展開方向�
－生産・搾油から燃料利用まで－  

東北農業研究センター・生産基盤研究領域・主任研究員�
埼玉県生まれ 明治大学大学院博士後期課程中退�

専門分野は農業経済学�

著書に『農協の地域農業再編機能』農林統計協会2004年など�

野中 章久  （のなか あきひさ）�



　農研機構では、５年ごとに策定される中期計画
に基づき研究を推進しています。現在、第３期で、
経営研究分野では、大課題「経営管理システム」
での「開発技術評価」「ビジネスモデル」「経営管
理技術」の３つの中課題及び大課題「加工流通」
の中課題「食農連携」を中心に取り組んでいます。
さらに、「攻めの農林水産業」に対応した農業イ
ノベーションのための地域営農モデルの実現に向け、
新技術の経営評価等を進めています。いわば、経
営プロパー研究も含めて、組織的に研究を推進し
ている点が特徴です。�
　本号の巻頭言は、秋田県立大学の鵜川教授の「農
研機構の組織力と研究者の立ち位置」です。上記の、
技術分野と取り組む地域営農モデル実現を目指す
研究を例に、大学での研究との違いや研究のあり
方を論じておられます。地域の将来の姿を見据え、
必要とされる技術開発に経営分野も積極的に参画
することは農研機構のミッションに応えることで

あり、立ち位置は明確と考えます。もちろん研究
者ごとの経験や適性等、研究者の多様性を踏まえ、
取り組んでいるところです。なお、実施に当たり、
技術の位置づけや導入・定着に必要とされる社会・
経済条件などについても、経営研究として深め、
必要な指摘は行っていくべき、と考えます。�
　本号で紹介した成果のうち、「耕耘同時畝立て
播種作業機」は、まさに農研機構ならではの技術
分野と取り組んだ研究の成果であり、「担い手に
期待される経営規模」は、技術の位置づけや技術
開発方向にも関わる成果といえましょう。また、
ビジネスモデルに関する２つの成果のうち、「米
直接販売」モデルは、差別化商品を核とした米直
接販売について、理念にとどまらず、収益の源泉
を数字的にも示した貴重な成果であり、「直売所
の新ビジネス」も地域での活用が期待されます。�
                                                                （仁平恒夫）�

編集後記�
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